
◆ 事業内容
① 鹿児島県調整型による災害廃棄物処理計画作成支援

（参加自治体：鹿児島県内の10自治体）

奄美群島における災害廃棄物処理計画作成支援事業

1

スクール形式での講義受講状況

② 奄美群島の地理的、社会的な課題についての掘り起こし
（事業対象自治体：①と同様の鹿児島県内の10自治体）

 奄美大島、喜界島、徳之島、与論島について、それぞれの特性
を踏まえた上で、島内生活環境保全上の課題と支援・受援のあ
り方について検討した。

 具体的には既往資料データの整理、関係機関団体へのヒアリン
グ、ワーキング会議で得られた意見等の結果をもとに様々な観
点で課題を抽出し、整理した。

 また、地震の種類別に対象自治体が立地する島（奄美大島、喜
界島、徳之島、与論島）における自治体間、離島間の災害廃棄
物処理対応を想定し、支援・受援や広域処理の考え方を取りまと
めた。

 整理した課題等を踏まえ、対象自治体が今後取り組むべき方向
性を考察のうえ提示した（表１）。

表１ 今後の対応が求められる主な課題

 災害廃棄物処理計画が未策定の自治体（奄美大島内5自治体、喜界町、徳之島内3自治体、与論町）を対象
とした支援を実施した。

 対象自治体、鹿児島、環境省を交えた全4回のワーキング会議を実施し、災害廃棄物処理計画骨子（案）の
完成を目指した。

 環境省本省作成の「市町村災害廃棄物処理計画策定ワークシート（案）」をもとに、鹿児島県災害廃棄物処
理計画等と整合を図り、鹿児島県の地域特性等を反映した「市町村災害廃棄物処理計画策定ワークシート
【奄美群島版】」を作成し、ワーキング会議のテキストとして対象自治体に提供した。

 自治体担当者が必要とする情報を効率的に提供するためアンケートを行い、自治体担当者のニーズを確認
し、ワーキング会議の内容に反映した。

 基礎的数値（災害廃棄物発生量、仮置場必要面積、廃棄物処理施設の処理可能量等）のデータを提供する
とともに推計方法を説明し、実際に演習問題を実施することで理解促進を図った。

 自治体からの問い合わせについては、電話やメール等を用いて対応するほか、作成支援ツール等を提供し、
災害廃棄物処理計画骨子（案）を完成させた。
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